
（ポストコロナの経済社会における公共私の連携関係）

資料３

補足説明資料



地域における共助の仕組みを支える多様な主体間の連携
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【これまでの専門小委員会での主なご意見】

○ 特定の団体に対し、市への意見具申権等の役割を与えるなど、特別な扱いをするのであれば、条例等に、団体の透明性や開放
性を中心とする一定の要件を書き込むべき。また、補助金等による支援についても、公金の支出を伴うことになるので、一定の要件
を書くべきではないか。

○ 法令により一定の団体に対して法的効果を付与する場合と異なり、条例で特定の団体を位置づける場合は、住民を代表する
組織である必要があるのではないか。この場合、団体に求める要件は民主性や透明性になり、代表者や役員の選出方法が定めら
れていることを要件とすべきではないか。また、最終的には自治体の判断になると思うが、支援の仕方として補助又は委託のどちらに
するかといったこともあるのではないか。

○ ＮＰＯと地縁団体との連携はなかなか解決が進まない難しい課題。行政がＮＰＯを手足のように使おうとするケースなど、行政
や行政に近い地縁団体とＮＰＯが折り合いをつけた形で活動することが難しい現状があり、各関係を解きほぐせるように考えていく
必要があるのではないか。

○ 地域運営組織のような団体の形成促進や運営支援等が各地で取り組まれ、効果が出ていることを前提としつつ、その位置づけ
を公共私の連携に繋がるひとつの制度的な選択肢として整備していくことは非常に重要ではないか。ただし、自治体側のニーズや、
実際に問題解決に繋がっているかを見極める必要があるのではないか。

【イメージ】

・ 地域の多様な主体と連携・協働して日常生活を営むために必要な地域課題の解決に取り組む主体であって、運営の民主性・

透明性等一定の要件を満たすものを、団体の申出により市町村が指定することができる。

・ 市町村は、当該指定を受けた団体の活動を支援するほか、当該団体の求めに応じて、当該団体が他の団体と連携して活動する

ために必要な調整を行う。

・ 指定の要件や支援の具体的な方法は、地域の実情に応じて市町村が定める。

・ これにより、地域社会を支える多様な主体による連携・協働の取組と、市町村の事務処理が相まって、住民の福祉の増進を図る

こととする。

これまでの議論を踏まえると、

市町村と地域の多様な主体と連携・協働して地域課題の解決に取り組む主体間の関係について、

以下のような制度が考えられるか。



・ 地域運営委員会は、小学校区から中学校区の広さの地域ごとに、
地域で活動する様々な団体が参加して、住民同士の「助けあい、
支えあい」による地域運営が持続可能となる体制づくりを進めるた
めの組織。

• 千葉市美浜区の「第36地区地域運営委員会」は、千葉市美浜
区幸町1丁目を中心とした戸建て、高層マンション約4000世帯
の地域を活動区域とした地域運営委員会。平成27年に「ふれあ
い交流館」をオープン。高齢者や一般住民が利用できるふれあい
サロンや小中学生が勉強したり遊んだりするCOCO（子どものコ
ミュニティ）を常設。

・ 市では、窓口として地域運営委員会の担当職員を各区に配置
するほか、地域運営委員会の活動に係る経費を補助。

第36地区地域運営委員会（千葉市美浜区）

【参考】地域コミュニティを支える市町村の取組について
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大阪府豊中市

• 平成24年、中核市への移行に合わせて、地域と市が協働で地域課題
の解決に総合的に取り組むため、概ね小学校区を単位とした地域自治
の仕組みづくりに着手。

• 地域における自治組織について、自主的に形成され自由に活動すること
ができるものである一方、「地域自治推進条例」において、市の支援等
を受けるためには、開かれた透明性の高い組織であること等について市
長の認定を受けることができることを規定。

• 認定を受けた地域自治組織は、地域コミュニティ活性化や地域の課題
解決に必要な事業の実施に要する経費等について、「地域自治組織
活動交付金」の交付を受けることが可能。

• その他、パートナーシップ会議を開催し、地域の将来像をとりまとめた計
画に掲載された事項その他重要な地域課題について、市と情報を共有
し、課題の解決に向けて対等な立場から協議することが可能。


